
障害福祉課

○障害者差別解消法に関するパンフレットを購入し、関係機関等に配布する等、普及啓発
を行いました。
○障害者の理解促進に係る啓発事業を実施した団体に対して補助金を交付しました。
○地域福祉課、社会福祉協議会と連携し、市民向け・職員向けの「障害平等研修～心のバ
リアフリーについて考えてみよう～」を開催し、障害に対する認識を新たにする機会と意
識啓発を実践しました。

A：達成 ○講演会や研修会等の機会を利用して障害者や障害特性等に関する理解の促進と、障害を
理由とした差別の防止及び合理的配慮を推進するため、障害者差別解消法等の周知に努
め、障害がある人もない人も地域で安心して暮らせるよう啓発します。
〇引き続き、障害者に対する理解促進に係る自発的な活動について支援します。

市民活動推進課

○公民館等地区・利用者団体人権教育研修会
人権問題全般に係る講演、啓発冊子の配布を行いました。（9～10月、市内全公民館、全
11回、参加延べ人数297名）
○企業トップクラス＆公正採用選考人権啓発推進員研修会（共催 ハローワーク本庄、美
里町、神川町、上里町）(2月15日、早稲田リサーチパーク・コミュニケーションセン
ター、参加延べ人数40名）
○ひととひとの人権を考えるセミナー
人権問題全般、子どもの人権、男女共同参画に係る講演、啓発冊子の配布を行いました。
（2～3月、はにぽんプラザ、全3回、参加延べ人数121名）

A：達成 ○自治会、公民館利用者団体、各種市民団体、民生委員などの地域活動の核となる団体や
事業所などの職域を通して、人権問題の一つとして障害者に対する人権課題の解消に努め
ます。
○引き続き研修会等の開催による人権啓発を推進し、障害者差別解消法等の周知を図りま
す。

2
障害のある人の人権に関
する啓発活動の推進

○各種広報媒体を活用した啓発や教
室、研修会等の開催による人権啓発を
推進します。
○障害者週間や人権週間などにおける
啓発活動を推進します。 市民活動推進課

〇人権教育研究集会
　尾木　直樹氏『「子ども新時代」がやってくる』と題した講演会の実施、啓発冊子、令
和5年度人権標語優秀作品集の配布を行いました。（2月、本庄市民文化会館、参加者800
名）
〇人権週間（12/4～10）
　市内公共施設等へポスターを掲示しました。
○人権教育セミナー　　　
　副島　淳氏「今いる場所だけが全てではない」をテーマとした講演会の実施、啓発冊子
の配布を行いました。（10月、本庄市児玉文化会館、参加者300名）

A：達成 ○広く一般市民に対し、人権問題の一つとして障害者に対する人権課題の解消に努めま
す。
○引き続き各種広報媒体を活用した啓発や研修会等の開催による人権啓発を推進します。
○人権週間などにおける啓発活動を推進します。

3
啓発活動に対する当事者
参画の促進

○当事者団体や関係団体との連携によ
る市民啓発活動の企画・講演会等に、
障害のある人の参画を促します。 市民活動推進課

○人権教育研究集会、人権教育セミナー
　本庄市社会福祉協議会（児玉郡市手話通訳派遣事業）と連携し、手話通訳者を手配しま
した。また、聴覚障害者団体へ参加案内を通知しました。

A：達成 ○引き続き人権教育研究集会、人権教育セミナーに手話通訳者を手配し、聴覚障害者に参
加しやすい環境づくりを行います。

保育課

○こどもを権利の主体として認め、こども同士の心の関わりや自然とのふれあいを通し
て、お互いの人権を尊重し合う心を育てる保育の実施に努めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・対象施設　　保育所　16園、認定こども園　8園、地域型　2園

A：達成 ○継続してこどもの人権を尊重し、お互いを認め合えるような人権教育に努めます。

市民活動推進課

○公民館等地区・利用者団体人権教育研修会、人権教育研究集会等を実施し、保護者等を
通した子どもへの人権教育の環境づくりを行いました。

B：おおむね
達成

○引き続き公民館等地区・利用者団体人権教育研修会、人権教育研究集会等を実施し、保
護者等を通した子どもへの人権教育の環境づくりを行います。
○北部地区（児玉・大里）人権教育実践報告会を共催し、保育所等の教職員へ人権教育の
実践交流の場を提供します。

5 学校における人権教育

○児童生徒が、命の大切さやお互いを
認め合えるように、また、障害のある
人への理解を深め、ともに生きる心を
育めるよう、学校教育全般を通した人
権教育を推進します。

学校教育課

○継続して全校で実施しました。
○児童生徒が、命の大切さやお互いを認め合うこと、また、障害のある人への理解を深
め、ともに生きる心を育むことができました。

A：達成 ○今後も引き続き実施します。
○知識としての理解だけではなく、自分にできることを考え、行動できるようにします。

障害福祉課

〇障害者本人の意思や権利の尊重と必要な権利擁護制度の活用などについて、障害者相談
支援事業所等の関係機関が連携して支援を行いました。また、成年後見サポートセンター
や消費生活センター、虐待防止ダイヤル等、様々な相談窓口について周知し、相談支援の
充実を図りました。

A：達成 ○引き続き関係機関と連携して、障害者の権利擁護と虐待の防止及び対応に取り組みま
す。

生活支援課

○地域包括支援センターと連携して虐待の防止及び対応に取り組んでいます。
・虐待通報による相談　随時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・消費生活被害等相談　随時　　　　　　　　　　　　　　　　　
・虐待防止ネットワーク会議　１回　　　　　　　　　　　　　　　　
・虐待防止コアメンバー会議　０回

A：達成 ○引き続き、地域包括支援センターと連携して、虐待の防止及び対応に取り組みます。

基本目標１　「共生」のまちづくり

基本方針　（１）地域でともに暮らす社会の構築

①障害者の権利擁護の推進

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

1
共生社会に関する理解啓
発の促進

○障害者差別解消法等の周知を図るこ
とにより、障害のある人に対する差別
や偏見をなくし、ともに生きる社会を
築く「ノーマライゼーション」などの
理念の普及啓発を促進します。

4
保育所等における人権教
育

○一人ひとりの子どもの特性や発達段
階での課題に対応し、子どもの人権を
尊重した保育・教育を推進します。
○子どもが命の大切さやお互いを認め
合えるような人権教育を推進します。

6 権利擁護相談の充実

○障害者相談支援事業所、地域包括支
援センター等と連携して権利侵害や虐
待の防止及び対応を図ります。
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7
地域福祉課

本庄市社会福祉協議会に委託して、以下の事業を実施しました。
〇成年後見相談事業を実施しました（随時）。
〇9月に市民向けの講演会を開催しました。当日は108人の参加がありました。
〇11月から12月にかけて、法人後見の実施について理解を深めることを目的とした研修会
（全3回）を開催し、16人の市民が受講しました。

A：達成 ○中核機関である「成年後見サポートセンター」を中心に、成年後見相談事業や研修等を
継続して実施し、制度の周知啓発を図ります。

生活支援課

○成年後見制度を円滑に利用できるよう、市長申し立ての手続きを行っています。　　　　　　　　　　　　　　　　
　・市長申し立て件数（高齢者）　　１件（令和５年度）

A：達成 〇引き続き、親族等の援助が受けられない高齢者について市長申立を行います。

障害福祉課

○成年後見制度に関するパンフレットを購入し、事業所や委託相談事業へ配付する等、制
度周知に努めました。

B：おおむね
達成

○引き続き制度周知に努めるとともに、障害のある方の審判申立請求を支援することで、
成年後見制度の利用促進に努めます。

8
虐待の早期発見、防止の
ための支援体制づくり

○警察、医療機関、サービス提供事業
者、民生委員・児童委員等の関係機関
や地域団体等と連携します。
○グループホーム等入所者やサービス
の利用者の人権擁護についても、利用
者等からの通報や相談に対し、県など
との連携のもと、速やかな対応を行い
ます。

障害福祉課

〇虐待防止に関するパンフレットを購入し、会議やイベントで配布する等、虐待の早期発
見、防止に関する周知啓発を行いました。
○通報や相談に対し、関係機関と連携を取りながら、速やかな対応と支援を行いました。
・虐待通報による相談　随時

A：達成 ○引き続き関係機関と連携し、虐待の早期発見・防止のための対応と障害者とその擁護者
の支援体制づくりに努めます。

1 公営住宅の整備

○改修時のバリアフリー化を推進しま
す。
○計画的な改修を実施します。 営繕住宅課

○本庄市営住宅長寿命化計画の年次改善計画に基づき、築50年を経過する田中市営住宅の
居住性向上と福祉対応を図るため、トイレの水洗化工事、浴室ユニットバス新規設置工事
を令和４年度に全戸完了し高齢者や障害者等の入居申込を再開し、入居の実施をしまし
た。

A：達成 ○浴槽、トイレのバリアフリー化により、居住性向上と福祉対応を図った田中市営住宅に
ついて、高齢者や障害者等の入居を促進します。

2 グループホーム等の整備

○関係機関との連携によるグループ
ホーム等の整備を促進するとともに、
運営の相談・指導の充実を図ります。 障害福祉課

○事業所からの問い合わせに対して、情報提供を行いました。 A：達成 ○引き続き関係機関と連携し情報収集を行う等、整備の促進に努めます。 

3 住宅改修に対する支援

○在宅の重度障害がある人の住宅の改
修に関する費用を一部助成します。

障害福祉課

○重度の身体障害がある人の在宅生活を支援するよう補助制度を継続しました。 A：達成 ○制度を継続して実施し、重度の身体障害がある人の日常生活の支援を図ります。

②居住環境の整備

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

成年後見制度の利用促進

○成年後見制度の理解を図るため、成
年後見相談事業を引き続き実施すると
ともに、市民向けの講座を開催し、制
度周知に努めます。
○市民後見人養成講座修了者のフォ
ローアップを拡大し、裁判所からの市
民後見人の選任を目指します。
○障害者相談支援事業所や地域包括支
援センターとＮＰＯや民生委員・児童
委員等地域の支援者が連携し、支援を
求めている障害のある人や高齢者を多
方面から支援できる
体制づくりを図ります。
○権利擁護センター等の地域での成年
後見制度の運用に関する協議体の設置
を検討します。
○成年後見制度を円滑に利用できるよ
う、後見などの開始の審判申立請求を
支援します。

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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1 母子保健の充実

○妊娠中の健康診査と健康管理体制の
充実を図ります。
○赤ちゃん全戸訪問事業、「こころの
教室」などを実施し、母子の精神的孤
立を防止します。
○乳幼児検診を実施し、各種相談・支
援を進めます。
○健診の受診勧奨に努め、健診結果へ
の早期対応により、母子の健康づくり
を支援します。

こども家庭
センター

○妊婦健康診査の助成券（14回）の交付や、母子手帳交付時の面談や母親学級、電話によ
る確認などを実施し妊婦の状況把握に務め必要に応じ情報提供を行い医療機関につなぐな
ど娠期の健康づくりについて支援を行っています。　
妊婦への電話による状況確認　延人員　415人　　両親学級　実施回数　28回　参加延人
員　136人
○出産後も継続的に母子の健康づくりを支援するために、赤ちゃん訪問や乳幼児健診、各
種相談、育児学級などを実施し、各機会において状況を把握し、育児情報や仲間づくりの
場の提供などを行っています。
赤ちゃん訪問　実人員　407件　　ラッコクラス（育児学級）　実施回数23回　参加延人
員　281人  　コアラクラス（離乳食教室）　実施回数　12回　参加延人員　135人  　こ
ころの教室　実施回数　18回　参加延人員　93人　　ひまわり相談（育児相談）　実施回
数　12回　参加延人員　189人
乳幼児健診　4か月児健診　受診率　100.0％　10か月児相談　受診率　97.3％　
1歳6か月児健診　受診率　97.3％　2歳児健康相談　受診率　96.4％　3歳児健診　受診率　
93.2％　5歳児健康相談　受診率　84.4％

A：達成 ○引き続き助成を行い妊娠中の健康管理の促進を図ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○引き続き、赤ちゃん訪問や乳幼児健康診査・各種相談、育児学級などを行い、母子の状
況把握に努め関係機関と連携しながら、母子の健康づくりを支援していきます。

2 成人保健の充実

○各種検診の実施、受診率の向上を推
進します。

健康推進課

〇集団検診と個別検診で５月～翌年３月まで実施しました。
○集団健診と同時実施のがん検診を実施し、受診率の向上に向け取り組みました。
〇広報紙、HP、パンフレットを活用し、各種検診の周知及び啓発に努めました。

A：達成 ○引き続き医師会と連携し、効果的な個別勧奨に取組み、受診率向上に努めていきます。

3 介護予防の推進

○健康づくりや介護保険との連携によ
る介護予防を推進します。
○介護予防の普及・啓発を進め、健康
に対する意識を高めます。 高齢者福祉課

○介護予防の推進及び普及啓発のため、研修等を実施しました。
　・介護予防サポーター（はにとれサポーター）養成講座（10月5日～11月16日）
  　全6回  参加者　21名
　・はにとれ教室リーダーフォローアップ研修（1月29日～3月12日）　全6回　参加者68
名
　・介護予防研修会（7月20日）　1回　参加者33名

A：達成 ○引き続き健康づくりや介護保険との連携による介護予防の推進に努めます。
○引き続き介護予防の普及・啓発を進め、健康に対する意識の向上に努めます。

4 健康管理体制の充実

○出産前後の健康診査と健康管理体制
の充実を図ります。
○健康診査等の結果への早期対応によ
り健康づくり及び早期治療を促進しま
す。

こども家庭
センター

○妊婦健診や母子手帳交付時の面談、両親学級、電話による状況確認、赤ちゃん訪問など
様々な機会を通じて妊産婦の健康状況の確認を行い、必要に応じ医療への受診を勧めるな
ど健康づくりへの支援を行っています。

A：達成 ○引き続き、妊婦健診の助成や両親学級、赤ちゃん訪問などの様々な機会で妊産婦の状況
把握に努め、関係機関との連携を図りながら妊産婦の健康づくりを支援していきます。

5 救急医療の充実

○救命救急センター機能を充実させ、
初期・二次救急医療体制を強化しま
す。

健康推進課

○関係機関と連携を図りながら補助金・負担金を継続して交付し、引き続き救急医療の充
実に努めています。

A：達成 ○関係機関と連携を図りながら補助金・負担金を継続して交付し、引き続き救急医療の充
実に努めます。

6 感染症対策の充実

○予防接種事業を実施します。
○各種感染症についての意識啓発パン
フレットの作成・配布、学習講座の開
催等を推進します。

健康推進課

○予防接種法に定められた、ロタウイルス、ポリオ、ヒブ、小児肺炎球菌、B型肝炎、四
種混合、BCG、MR、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸がん、高齢者肺炎球菌、高齢者イ
ンフルエンザの予防接種を行っています。
○感染症の流行など状況に応じ、広報や健診などの機会を通じパンフレットの配布など周
知や知識の啓発に努めています。

A：達成 ○引き続き、予防接種法に定められた予防接種を行い、感染症の発生予防を図っていきま
す。また、健診など様々な機会を通じパンフレットを配布するなど周知を図っていきま
す。

7 医療機関等の連携の強化

○精神障害のある人の地域での安心し
た暮らしを支えるため、関係医療機関
との連携を強化します。
○保健所との連携を強化します。
○地域の医療機関との連携を強化しま
す。

障害福祉課

○保健所をはじめ地域の相談支援事業所との定期的な事例検討会や支援会議等を通して、
連携強化に努めました。                                                 
○受診等医療に関する調整について地域の医療機関や関係機関と連携を図り支援を行いま
した。

A：達成 ○保健所や地域の相談支援事業所等関係機関と連携を図り、精神障害にも対応した包括ケ
アを行う連携体制の強化や支援に関する協議を行います。

③保健・医療サービスの充実　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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1 介護給付の充実

○サービスの供給が安定的に確保され
るよう、居宅・施設サービスの整備を
促進します。

障害福祉課

○引き続き障害のある人が利用するサービス（介護給付）の費用を補助し、サービスの供
給が安定的に確保されるよう、居宅・施設サービスの整備を促進しました。

A：達成 ○引き続き障害のある人が利用するサービス（介護給付）の費用を補助し、サービスの供
給が安定的に確保されるよう、居宅・施設サービスの整備を促進します。

2 訓練等給付の充実

○社会復帰や自立に向けた訓練等給付
の充実を図ります。
○事業者を確保します。 障害福祉課

○引き続き障害のある人が利用するサービス（訓練等給付）の費用を補助し、社会復帰や
自立に向けた訓練等給付の充実を図りました。
○関係機関との連携による事業所の整備を促進するとともに、運営の相談・指導の充実を
図りました。

A：達成 ○引き続き障害のある人が利用するサービス（訓練等給付）の費用を補助し、社会復帰や
自立に向けた訓練等給付の充実を図っていきます。
○関係機関との連携による事業所の整備を促進するとともに、運営の相談・指導の充実を
図っていきます。

3 自立支援医療費の給付

○自立支援医療費（更生医療・育成医
療・療養介護医療費）を支給します。

障害福祉課

○障害者総合支援法に基づき、障害のある人が、障害の程度の軽減等適切な医療を受けら
れるよう、給付を行いました。
延べ利用者数【更生医療】　2,816人　【育成医療】　10人　【療養介護】　121人

A：達成 ○引き続き適切な給付を行うことで、障害のある人の医療費負担の軽減を図ります。

4 補装具費の支給

○補装具の購入または修理に要した費
用について、補装具費を支給します。

障害福祉課

○障害者総合支援法に基づき、障害のある人や難病患者等の失われた身体機能を補完又は
代替する用具の費用を支給することにより日常生活の能率の向上を図りました。
延べ利用者数　151人

A：達成 ○引き続き適切な給付を行うことで、障害のある人及び難病患者等の日常生活の能率の向
上を図ります。

1 経済的な支援

○重度心身障害者への医療費（保険診
療の自己負担分）を支給します。
○多子世帯の児童発達支援自己負担金
を補助します。

障害福祉課

○重度心身障害のある人へ医療費の一部負担金を助成することにより、経済的負担の軽減
を図りました。
　受給者数　1,559人
○多子世帯の児童発達支援自己負担金の補助については、該当する人がいませんでした。

A：達成 ○制度を継続して実施し、障害のある人の経済的負担の軽減に努めます。
○制度を継続して実施し、多子世帯における保護者の経済的負担の軽減を図っていきま
す。

2 日常生活用具等の給付

○特殊寝台や聴覚障害者用通信装置
（FAX等）等の日常生活用具を給付し
ます。
○小児慢性特定疾病児童に日常生活用
具を給付します。
○軽中度難聴児の補聴器購入費を助成
します。

障害福祉課

○障害の等級や程度に応じた日常生活用具を給付することで、引き続き障害のある人の自
立生活及び社会参加を促しました。
　支給件数　1,638件
○小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を受けた児童に対する日常生活用具の給付はあり
ませんでした。
○身体障害者手帳の交付対象とならない軽度又は中度等の18歳未満の難聴児に対して補聴
器の購入費用の一部を補助しました。

A：達成 ○制度を継続して実施し、障害のある人への支援を図ります。

3 移動支援事業の実施

○買い物時等の移動支援を実施しま
す。

障害福祉課

○屋外での移動が困難な障害のある人等に対して外出のための支援を行う事業所へ補助す
ることにより、自立生活及び社会参加への支援を行いました。
　延べ利用時間　1,201時間

A：達成 ○制度を継続して実施し、障害者の自立生活及び社会参加を促します。

4 緊急一時的な対応

○虐待等の緊急時に備えて、日頃より
事業所との連携を図ります。
○居室の確保等を検討します。
○超重症心身障害児者のレスパイトケ
アに関する支援を行います。

障害福祉課

○緊急時の受入について、事業所と連携することで対応しました。
○レスパイトケアを実施する事業所への補助することで、在宅の重症心身障害児の介護者
がレスパイトケアを利用しやすい環境整備に努めました。
〇緊急時の対応について、連携できる事業所を増やし、地域生活支援拠点等の整備を図り
ました。

A：達成 ○制度を継続して実施し、介護者の負担軽減に努めます。
○引き続き地域生活支援拠点等の整備を図り、緊急時における相談体制の強化を図りま
す。

5 生活サポート事業の実施

○外出援助・一時預かり・介護人の派
遣等を一体的に提供します。

障害福祉課

○障害のある人を対象に外出援助や一時預かり等を行う事業所へ補助することにより、自
立生活及び社会参加への支援を行いました。
　延べ利用時間　958時間　（自己負担額1時間当たり950円）

A：達成 ○制度を継続して実施し、在宅の障害がある人の生活支援及び介護者の負担軽減を図りま
す。

6
地域生活支援拠点等の整
備

○相談や体験の機会・場など、地域生
活支援拠点等を児玉郡市（１市３町）
において整備します。

障害福祉課

○連携できる事業所を増やし、地域生活支援拠点の整備を進めました。 A：達成 ○引き続き地域生活支援拠点等の充実を図り、児玉郡市内の相談体制の強化を図ります。

④自立支援給付の充実　　

⑤生活安定のための施策の充実　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

－4－



1 自立支援協議会の充実

○地域の障害福祉のシステム構築・運
用の中心的存在である児玉郡市障害者
自立支援協議会の各種機能（情報機
能・調整機能など）の強化に努めま
す。

障害福祉課

○運営会議や専門部会、全体会において地域の現状や課題を共有し、解決策を検討し合う
こと一体的な取り組みを行いました。また、地域の障害者の相談支援の中核を担う基幹相
談支援センターを設置し、委託事業所連絡会議を開始するなど、相談体制の連携強化を図
りました。

A：達成 ○引き続き運営会議、専門部会及び全体会において、地域における障害者等への適切な支
援に関する情報及び支援体制に関する課題についての情報を共有し、関係機関等の連携の
緊密化を図る等、自立支援協議会の機能強化を図ります。

2 相談支援専門員の育成

○指定特定相談支援事業所の確保に努
め、支援を行います。
○児玉郡市障害者自立支援協議会の相
談支援部会等を通じて相談支援専門員
のネットワークを構築し、連携を強化
するとともに人材育成を行います。

障害福祉課

○相談支援部会を毎月開催したほか、入所施設の職員と意見交換を行うなど、人材育成に
努めました。
○計画相談導入率向上と事業所(相談支援専門員)の負担軽減を図るため、モニタリング時
のサインを省略するサインレスを継続しました。また、新規指定特定事業所に対して集団
指導を実施し、人材育成に努めました。

A：達成 ○引き続き相談支援部会を継続します。関係機関と連携し地域における相談支援の中核と
なる基幹相談支援センターを中心に連携体制強化及び人材育成を行います。

3
障害福祉サービス事業者
の確保

○障害福祉サービス事業に参入する企
業・団体に情報提供等による支援を行
います。

障害福祉課

○窓口や電話で事業参入について相談があった際に、適切な情報提供に努めました。 A：達成 ○引き続き適切な情報提供ができるよう、情報の把握に努めます。

1 相談支援の充実

○障害のある人やその家族からの相談
への対応、関係機関との連絡調整に努
めます。
○日常生活全般にわたる相談をアウト
リーチの手法を用いつつ、生活支援及
び療育相談体制を充実し、各種福祉
サービスの利用を支援します。
○基幹相談支援センターの設置を検討
します。

障害福祉課

○障害の種別ごとに、3事業所へ相談支援業務を委託しました。
　　　延べ利用人数　　身体　2,153人　　知的　129人　　精神　1,850人

○基幹相談支援センターを設置し、相談支援体制の強化を図りました。

A：達成 ○引き続き障害の種別ごとに、相談支援業務を委託し、障害の特性にあわせた支援に努め
ます。
○基幹相談支援センターを中核として地域の相談支援体制強化の取り組みによる専門性の
向上、人材育成、多分野の専門機関との協働による障害者の地域生活支援のさらなる充実
を図ります。

2
地域活動支援センターの
充実

○障害のある人の創作的活動や生産活
動の機会を提供します。
○地域との交流機会を拡大します。 障害福祉課

○地域活動支援センターを児玉郡市の共同委託事業として2カ所、市単独の委託事業とし
て1カ所設置し、障害のある人の日中の活動の場を提供しました。

A：達成 ○引き続き地域活動支援センターを児玉郡市の共同委託事業として1カ所、市単独の委託
事業として1カ所設置します。
また、地域の実情に応じた地域活動支援センターのあり方や、活動実績に見合う事業実施
(事業移行)について検討します。

3
身体障害者相談員・知的
障害者相談員活動の充実

○身体障害者相談員・知的障害者相談
員の活動を支援します。

障害福祉課

○障害のある人又はその家族等の福祉の向上に努めるよう、必要に応じて相談員を紹介し
ました。
　身体障害者相談員 2名委嘱

A：達成 ○制度を継続して実施し、引き続き障害者又はその家族等の福祉の向上に努めます。

4
民生委員・児童委員の相
談活動の充実

○障害者相談支援事業所や保健所等の
関係機関と民生委員・児童委員の連携
を強化し、相談・支援活動の充実を図
ります。 地域福祉課

○民生委員・児童委員協議会では、７つの地区が毎月定例会を開催し、社会福祉協議会の
職員に出席を依頼するなど関係機関との連携を図りました。また、DVDによる研修などを
行い、相談・支援活動に必要な情報を提供し、相談・支援活動の充実を図りました。
○障害児の支援について学ぶため、障害児者福祉部会では、市障害福祉課の職員を講師と
して、主任児童委員部会では、障害者福祉施設の職員を講師として、それぞれ研修会を実
施しました。

B：おおむね
達成

○今後も他の関係機関との連携を強化し、民生委員・児童委員の相談・支援活動の充実を
図ります。

5
障害のある子どもやその
家族に対する相談の充実

○発達教育支援センター、保健セン
ターでの健康相談や育児相談の充実を
図ります。
○関係機関等との連携による障害のあ
る子どもの発達相談や療育相談を充実
するとともに、支援の一元化を図りま
す。

こども家庭
センター

○発達の偏りに対する不安の軽減やこどもの特性の理解と特性に応じた関わり方ができる
よう、保健師や心理師等の専門家が本人、保護者、支援者からの随時の相談に応じていま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
個別相談　実人数　352人　延人数　1,279人　　

A：達成 ○こどもを取り巻く環境や保護者のニーズを踏まえ、発達の偏りに対する不安の軽減やこ
どもの特性の理解と特性に応じた関わり方ができるよう、引き続き相談支援の充実を図り
ます。

⑥サービス・支援体制の充実と人材の確保　　

⑦相談・情報提供・意思疎通支援の充実　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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6
相談窓口の周知と対応の
充実

○各種相談窓口を周知します。
○タブレット等の活用による相談窓口
での意思疎通支援等対応の充実を図り
ます。

障害福祉課

○障害者福祉ガイドやホームページを活用し、相談窓口を周知しました。
○タブレットを利用し、本庄市社会福祉協議会に手話担当がいる場合に遠隔で手話を利用
できる体制を整えました。
○コミュニケーション支援ボードを作成しました。

A：達成 ○引き続き障害者福祉ガイドやホームページ等を利用し、各種相談窓口の周知に努めま
す。
○引き続きタブレットの活用や筆談による相談窓口における意思疎通支援の充実を図りま
す。
○コミュニケーション支援ボードを導入し意思疎通支援の充実を図ります。

広報課

○ボランティア団体と連携し広報紙を読み上げたＣＤ版（声の広報）を発行しました。
○多言語対応アプリ「カタポケ」を導入し、スマートフォンやＰＣを利用し、広報紙の読
み上げ対応を実施しました。
○アクセシビリティに配慮したホームページの運営に努めました。

A：達成 ○ボランティア団体と連携し広報紙を読み上げたＣＤ版（声の広報）を発行します。
○多言語対応アプリ「カタポケ」を導入し、スマートフォンやＰＣを利用し、広報紙の読
み上げ対応を実施します。
○ホームページについて、引き続きアクセシビリティの向上に努めます。

障害福祉課

○機会を捉えて視覚に障害のある人へ「声の広報」の利用について紹介しました。
○必要に応じてホームページの作成、更新を行いました。

B：おおむね
達成

○引き続きホームページの充実を図り、障害のある人への情報提供に努めます。

8
本庄市障害者福祉ガイド
の発行

○福祉情報のガイドブックの発行や各
種パンフレットの配布などにより制度
の周知に努めます。 障害福祉課

○窓口で案内する必要最低限の情報をまとめた障害者福祉ガイドの概要版を改訂し、手帳
交付時に配布するとともに、広報紙及びホームページへ掲載し、広く周知を行いました。

A：達成 ○引き続き障害者福祉ガイドを作成し、障害のある人への情報提供に努めます。

9 要約筆記者の確保・養成
○要約筆記者養成講座開催等により人
材の確保･養成に努めます。 障害福祉課

○埼玉聴覚障害者情報センターが実施する研修について、関係機関へ周知を行いました。 A：達成 ○要約筆記奉仕員制度についてホームページ等を利用した周知に努めます。

10 手話奉仕員の確保・養成

○手話奉仕員養成講座等により人材の
確保・養成に努めます。

障害福祉課

○児玉郡市共同で、本庄市社会福祉協議会へ委託し手話奉仕員養成研修を実施し、手話奉
仕員の確保・養成に努めました。
　基礎課程　受講者　12名（うち本庄市4名）

B：おおむね
達成

○手話奉仕員養成研修を継続的に実施し、人材の確保・養成に努めます。

11 意思疎通支援の充実

○手話通訳者、要約筆記者の派遣など
意思疎通支援の充実を図ります。
○手話通訳者養成研修等を実施し、登
録通訳者の養成を図ります。
○本庄市手話言語条例に基づき、手話
を使いやすい環境の整備を図ります。

障害福祉課

○児玉郡市共同で、本庄市社会福祉協議会へ委託し手話通訳者派遣事業を実施しました。
また、埼玉聴覚障害者情報センターへ要約筆記者派遣事業を委託しました。

A：達成 ○引き続き、意思疎通支援事業（手話通訳者派遣及び要約筆記者派遣）を実施し、聴覚障
害者の意思疎通を支援します。
○職員及び市民向けの手話講座の開催等により手話の普及啓発に努めます。

1
学校教育における福祉教
育の推進

○施設見学や職場体験・手話体験によ
り、障害のある人等との交流の充実を
図ります。

学校教育課

○手話体験等により障害のある人との交流を図りました。アイマスク体験や車いす体験等
の体験学習を実施しました。

A：達成 ○今後も引き続き実施します。
障害のある人との交流や体験を重視し、偏見や差別をなくすとともに、障害のある人と共
生していく意識を啓発していきます。

2 福祉教育推進校の指定

○社会福祉協議会の福祉教育推進校指
定を支援し、学生によるボランティア
活動・福祉教育をより一層促進しま
す。 地域福祉課

〇本庄市ボランティアセンター実施事業について共催の覚書を交わし、学生のボランティ
ア活動の普及促進の支援を行いました。　
<実績>
・福祉教育推進校・20校
・小・中学校における福祉教育の推進・23件（13校）、学校以外での福祉体験・3件　

B：おおむね
達成

〇今後も本庄市ボランティアセンター実施事業について共催し、学生によるボランティア
活動・福祉教育の促進を行います。

地域福祉課

〇本庄市ボランティアセンター実施事業について共催の覚書を交わし、ボランティア体験

プログラム事業の支援を行いました。

<実績>
・施設ボランティア・33人、ボランティアスクール・12人、災害ボランティア体験・11
人、ボランティア協力企画・126人　
・ふくしフェスタ～心のバリアフリーについて考えよう～・37人(R6.2.3)　
・ボランティア情報紙の発行（隔月発行：年6回）
・音訳ボランティア養成講座【全5回】・20人、手話奉仕員養成講座（基礎課程）【全25
回】・15人

B：おおむね
達成

〇今後も本庄市ボランティアセンター実施事業について共催し、ボランティア体験プログ
ラム事業を支援していきます。

生涯学習課

○社会福祉協議会主催「夏のボランティア講座」（小学生とその親で手話の体験学習、点
訳体験学習、学ぼう舎福祉体験）を実施する際に、公民館を利用しました。
○聴覚障害者、手話通訳のグループが活動する場として公民館を利用しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○本庄特別支援学校の協力で、小学生とその保護者を対象とした「親子木工教室」を開催
し、バザー等で定評のある「踏み台」を製作しました。

B：おおむね
達成

○福祉、介護、健康などの講座を積極的に実施します。どなたでも参加しやすい公民館事
業を心がけます。

⑧福祉教育・意識啓発の充実　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

7 広報の発行

○広報ほんじょう、おしらせ版により
障害及び障害者関連情報の充実を図り
ます。
○弱視等の障害に対応した広報紙の発
行を検討します。
○ボランティア団体との連携により広
報紙を読み上げたCD版（声の広報）を
発行します。
○本庄市ホームページを活用します。

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

3
社会教育における福祉教
育の推進

○社会福祉協議会のボランティア体験
プログラム事業を支援し、参加者の拡
大を図ります。
○障害のある人とふれあう機会を創出
します。
○家庭・職場に向けた啓発パンフレッ
トを配布します。
○障害福祉関連講座等への参加を促進
します。
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1 障害者団体の活動支援
○活動場所の情報提供等に努めます。

障害福祉課
○リーフレットの配架等、窓口での情報提供に努めました。
○スポーツ活動や交流を行う障害者団体に補助金を交付しました。

A：達成 ○引き続き、適切な情報提供ができるよう努めます。

2
障害者団体等の相互の交
流促進

○広報掲載等による各団体の紹介に努
めます。
○団体相互の交流のきっかけづくりに
努めます。

障害福祉課

○ふれ愛祭をニュースポーツフェスタ及び障害者作品展と同時開催し、日頃の活動成果の
発表の機会を確保するとともに、参加団体相互の連携を図るほか、障害や障害のある人へ
の市民の理解を促進する等、交流機会の提供に努めました。

A：達成 ○会議の場を含め、適切な交流機会の提供ができるよう努めます。

3 ボランティア活動の促進

○社会福祉協議会のボランティアセン
ターを支援し、ボランティア活動の充
実を促進します。
○ボランティア団体の活動内容の紹
介、市民の相談への対応に努めるとと
もに、登録を促進します。

地域福祉課

〇本庄市ボランティアセンター実施事業について共催の覚書を交わし、市民のボランティ
ア活動の普及促進の支援を行いました。
<実績>
・ボランティア活動PRコーナー展示（R6.1.15～22）・20団体参加
・技ありボランティアの紹介冊子「本庄お役立ち隊」の作成
・ボランティアに関する相談対応・108件
・災害ボランティアセンター立ち上げ訓練・54人（R5.7.28）

B：おおむね
達成

〇今後も本庄市ボランティアセンター実施事業について共催し、ボランティアセンターを
支援しボランティア活動の充実を図ります。

1 障害福祉センターの充実

○施設の健全維持を図り、より利用者
に便利になるよう努めます。 障害福祉課

○適切な施設管理を行うため、清掃業務、消防点検、機械警備業務等を委託しました。
○屋根の改修工事を実施しました。

A：達成 ○引き続き、適切な施設管理を行うため清掃業務、消防点検、機械警備業務等を委託しま
す。

2
公共施設のバリアフリー
化の推進

○手すりやスロープ、エレベーターの
設置、専用トイレ、専用駐車場の確保
等、公共施設のバリアフリー化を推進
します。

各公共施設の
所管課

○各公共施設の改修計画等に基づくなど、必要に応じたバリアフリー化を進めました。
  （本庁舎トイレ改修、思いやり駐車場整備（33箇所）、新田原通線改良工事（延長約２
４０ｍ）など）
○本庄市移動等円滑化促進方針策定協議会において、バリアフリーに対する現状の把握と
課題の抽出・整理を行い、整理した課題を踏まえ本市のバリアフリーにおける方針を策定
しました。

B：おおむね
達成

○本庄市移動等円滑化促進方針の実現に向け、改修計画等に基づき、誰もが使いやすい施
設となるよう適切なバリアフリー化を進めます。

3
公園のバリアフリー化の
推進

○トイレ、水飲場、水洗場等、公園施
設のバリアフリー化を推進します。

都市計画課

○本庄総合公園、児玉総合公園、マリーゴールドの丘公園、若泉運動公園の駐車場に「埼
玉県思いやり駐車場制度」に基づく優先駐車区画を整備しました。

A：達成 ○引き続き、トイレ、水飲場、水洗場等、公園施設のバリアフリー化を推進します。

4
埼玉県福祉のまちづくり
条例の普及

○条例の広報掲載やホームページ掲載
により、周知に努めます。 建築開発課

○建築の手続きの際に窓口での情報提供及びホームページでの周知を行っています。 A：達成 ○埼玉県との連携により情報の発信に努めていきます。

5
埼玉県ユニバーサルデザ
イン推進基本指針の普及

○指針の広報掲載やホームページ掲載
により、周知に努めます。 建築開発課

○建築の手続きの際に窓口での情報提供及びホームページでの周知を行っています。 A：達成 ○埼玉県との連携により情報の発信に努めていきます。

⑨ボランティア活動の促進　　

基本方針　（２）安心して暮らすことのできる地域づくり

①誰もが暮らしやすいまちづくり　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 中間評価 今後の取組方針
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1 防災行政無線の整備
○障害のある人に配慮した防災無線体
制を整備します。 危機管理課

○防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報提供を行っ
ています。

A：達成 ○引き続き、防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報
提供を行います。

2 災害情報伝達の充実

○FAXやホームページ、電話等複数の
メディアによる情報伝達に努めます。 危機管理課

○防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報提供を行っ
ています。

A：達成 ○引き続き、防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報
提供を行います。

危機管理課

〇防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報提供を行っ
ています。
〇自治会等に対して防災出前講座を行い、避難情報や日ごろからの備えについて周知を
行っています。（3回、96人）
○防災ガイドブックを作成し、全戸配布を行っています。

A：達成 〇引き続き、防災行政無線放送に併せて、登録制メールやテレ玉データ放送、FAXで情報
提供を行います。
〇引き続き、自治会等に対して防災出前講座を行い、避難情報や日ごろからの備えについ
て周知を行います。
〇引き続き、土砂災害防災訓練において、避難行動要支援者の避難訓練を実施します。

地域福祉課

○自治会や民生委員・児童委員の方々が、土砂災害防災訓練に参加して関係機関との連携
を図り、協力者の確保に努めました。

B：おおむね
達成

〇自治会や民生委員・児童委員の方々と連携し、災害が起こった際の避難場所の登録や避
難を支援する協力者の確保を促します。

地域福祉課

〇新たに制度の対象となる方に通知を発送するとともに、全ての既登録者に対して情報の
更新を行い、名簿掲載への同意確認を進めました。
〇避難行動要支援者名簿の更新に際して、自治会連合会や民生委員・児童委員に避難行動
要支援者避難支援制度についての説明を行い、周知に努めました。　　　　

B：おおむね
達成

○広報への掲載やパンフレットの作成、配布を行い、発災時に独力での避難が困難な障害
者等への避難行動要支援者制度の周知に努めます。

危機管理課

〇自治会などへの出前講座において、要配慮者への声かけや見守りについて呼びかけてい
ます。（3回、96人）

B：おおむね
達成

〇引き続き、自治会などへの出前講座において、要配慮者への声かけや見守りについて呼
びかけます。

1 交通安全施設の整備

○障害のある人に対応した歩道、カー
ブミラー、音声信号機等の設置を推進
します。

危機管理課
（道路整備課）

○道路幅や歩道幅を狭めないよう配慮しつつ、カーブミラーを35基設置しました。 A：達成 〇引き続き、障害のある人に配慮した整備を行います。

2 放置自転車対策の推進

○車椅子の通行や視覚障害のある人の
通行の安全確保のため、放置自転車等
を撤去します。

環境推進課
支所環境産業課

【３月３１日現在】
環境推進課　　　撤去台数：自転車　24台　原付　0台
支所環境産業課　撤去台数：自転車　 5台　原付　2台　

A：達成 ○事業を引き続き実施し、車椅子の通行や視覚障害のある人の通行の安全確保に努めてい
きます。

3 交通安全運動の充実

○障害のある人への理解を促すなど、
障害のある人に配慮した交通安全運動
の充実を図ります。 危機管理課

○障害のある人に配慮した交通安全運動の実施方法について検討しました。 C：未達成 ○交通安全運動で配布するチラシの中に、障害のある人に配慮する内容の記述を行い、広
く市民に呼び掛けます。

4 交通安全教育の推進

○市、警察、学校、関係団体及び家庭
の連携による幼児から成人に至るまで
の段階的かつ体系的な交通安全教育及
び高齢者、障害のある人等に対する適
切な交通安全教育を実施します。
○指導者の養成・確保、教材等の充実
に努めます。
○参加・体験・実践型の教育の普及に
努めます。

危機管理課

○保育所・幼稚園・小学校・中学校において、自転車や信号機を用いて、参加・体験・実
践型の交通安全教室を実施しました。（計25回）

A：達成 ○継続して実施します。

5 防犯対策の充実

○本庄市防犯ボランティア連絡協議会
との連携、地域団体や住民の協力によ
る、障害のある人に対する防犯意識の
普及・啓発を推進します。
○自治体を単位とした地域防犯見守り
体制、パトロール体制の強化を促進し
ます。

危機管理課

○各自治会や団体において地域内の防犯見守り活動（パトロール）や生徒児童の登下校時
の見守り活動の実施しています。
○令和5年度はセルディにて安全安心まちづくり研修会を実施しました。（81人）
〇防犯ボランティア団体数１０７団体

A：達成 〇引き続き、各自治会や団体における防犯見守り活動（パトロール）や生徒児童の登下校
時の見守り活動において、障害のある人にも配慮した活動を実施するとともに、防犯に関
する研修会で、障害のある人に配慮して実施していきます。
○引き続き、本庄市内全自治会の防犯ボランティア団体登録をめざします。

6
悪質商法等に関する情報
の提供

○住宅改修等の悪質商法や振り込め詐
欺などの犯罪について、障害のある人
などにわかりやすい情報を提供しま
す。

商工観光課

○ホームページ等で市民への周知を行い、また、県からの配布物を窓口などで配布しまし
た。

B：おおむね
達成

○障害のある人などが容易に理解できるような周知の方法を引き続き検討し、悪質商法等
に関して、わかりやすい情報の提供に努めます。

②災害等緊急時の支援体制の充実　

③交通安全・地域安全対策の推進　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

3
避難方法・避難所対策の
充実

○障害の特性に応じた情報の提供に努
めます。
○日頃からの避難方法や避難場所を周
知徹底します。
○地域団体や福祉避難所をはじめとす
る関係機関との連携による避難行動要
支援者（災害時要援護者）の避難訓練
を実施します。
○避難ルートの確認や協力者の確保を
促します。
○障害者の受け入れが可能な福祉避難
所の確保に向けた取り組みを進めま
す。

4 地域防災体制の確立

○発災時に独力での避難が困難な障害
者の避難行動要支援者制度への登録を
促します。
○避難行動要支援者（災害時要援護
者）避難支援制度へ登録した人などが
安全に避難できるよう、地域住民によ
る避難支援者の確保を促進するととも
に、情報共有ネットワークの拡大を図
ります。

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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こども家庭
センター

○こどもの成長発達を促すために、個別の教室（さくらんぼ教室）に参加を促し、必要に
応じ医療機関や療育機関の受診を勧めています。また、子育て支援課や保育課、障害福祉
課、学校教育課など関係機関とも連携を図り、情報を共有しながら様々な方法で支援を
行っています。

さくらんぼ教室　　実施回数　81回　参加延人員　704人

A：達成 ○引き続き、成長発達を促すため関係機関との連携を図りながら、療育支援を推進してい
きます。

保育課

○民間保育所等では受け入れの難しい障害のある児童について、公立保育所において積極
的な受け入れを行いました。いずみ保育所では発達教育支援センター併設のメリットを活
かした連携を行いました。　
・受け入れ障害児数　　いずみ保育所　11人、久美塚保育所　 6人　

A：達成 ○継続して障害のある児童の受け入れに努めます。

2
保育園の受け入れ体制の
充実

○障害のある児童の受入園への補助を
実施します。
○民間保育園における加配保育士への
補助を実施します。 保育課

○障害のある児童の保育の推進に寄与するため、障害のある児童を受け入れており、保育
士の加配をしている保育所等に対し、①及び②により補助を行いました。なお、①の事業
については、補助対象になる障害児等の要件を拡大しました。
　①本庄市障害児保育対策費補助事業　 9園　 17,730,750円
　②障害児保育事業（本庄市民間保育所等保育支援事業内）  14園　  32,192,000円

B：おおむね
達成

○制度を継続して実施し、障害のある児童の保育の推進に努めます。

○保育士・教職員研修の充実を図りま
す。
○特別支援学級担当者の研修の充実を
図ります。

学校教育課

○今年度も継続して実施しました。本庄市就学支援委員会専門委員会を３回実施し、管理
職対象特別支援教育研修会も年１回実施しました。

A：達成 ○今後も引き続き実施します。
研修の内容を実態に合わせて精選し、実践につながるものにします。

保育課

○市が開催者として行っている研修はありませんが、埼玉県や埼玉県社会福祉協議会等の
他団体の実施する研修についての案内を、保育所等に転送し周知を行いました。　　　　　　
・対象施設　　保育所　15園、認定こども園　9園、地域型　2園

A：達成 ○研修の周知について、継続して実施するよう努めます。

4 つどいの広場の充実

○親子の交流の促進、子育てに関する
相談や情報の提供をはじめ地域の子育
て支援機能の充実を図ります。

子育て支援課

○感染症対策や利用人数の制限を行いながら、親子の交流の促進をはじめ、地域子育て支
援を目的とし、各児童センターにおいて毎週３回つどいの広場を実施しました。
　前原児童センター　　141回　参加組数　1,440組
　日の出児童センター　141回　参加組数　1,157組
　児玉児童センター　　142回　参加組数　1,257組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

A：達成 ○保健センター等の関係機関と連携し、相談や情報提供を通じて保護者の子育て不安の解
消に努めると共に、つどいの広場を実施し、地域の子育て支援機能の充実を図ります。

5
施設・設備のバリアフ
リー化の促進

○より快適で安全な環境の中で保育・
療育・教育が受けられるように、施
設・設備を計画的に改修します。 保育課

○施設からの要望がなかったため、施設整備に対する補助はありませんでした。 A：達成 ○施設からの要望について必要性を勘案し、実施について検討していきます。

6 家庭児童相談の充実

○家庭児童相談員による面接相談や訪
問指導の充実を図ります。

子育て支援課

○特別支援学校や放課後等デイサービスなどの事業所と連携をとりながら、子育て・教育
環境の充実したまちづくりを推進するため、家庭児童相談員2名を配置し、家庭児童の福
祉に関する面接相談指導、調査、訪問指導等を実施しました。
　家庭児童相談(総件数)　10,193件

A：達成 ○警察・児童相談所といった公共機関、各学校等の教育機関、保育・学童等の福祉・NPO
等の法人・団体、その他医療機関等関連する多くの機関と連携し、今後も支援を必要とす
る子育て家庭の支援を推進します。また、虐待防止等の観点から、本庄市要保護児童対策
地域協議会実務者会議の開催回数を増やし、関係機関との連携をさらに強化します。

7 就学前教育相談の充実

○就学前の健康診断等による障害の早
期発見と就学相談を実施します。

学校教育課

○今年度も小学校入学予定児童を対象に、市立小学校１２校で健康診断を実施し、早期か
らの教育相談により必要な助言、支援を行い、小学校へ円滑につなげられるようにしまし
た。

A：達成 ○健康診断を実施し、小学校入学予定児童の心身の状況把握及び障害の早期発見に努め、
保護者との教育相談による助言や支援を行います。

こども家庭
センター

○発達障害児等への切れ目ない支援を目指し、就学支援アドバイザーを中心に、就学児の
いる全保護者に相談票を配布し、希望者に年長児就学相談を実施しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年長児相談　　実人数　105人　発達検査実人数　25人　

A：達成 ○引き続き発達障害児等への切れ目ない支援を目指し、就学支援アドバイザーを中心に、
年長児就学相談を実施していきます。

保育課

○障害児の受け入れを行っており、療育支援相談等を行っている保育所等に対し、療育支
援加算を上乗せし施設型給付費の支払いを行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・対象施設　 19園　　　　療育支援加算支給額（上乗せ分）6,726,900円

A：達成 ○継続して実施し、育児相談等の療育支援の推進に努めます。

9
医療機関との連携による
教育相談の充実

○子どもの障害や発達の状態に応じた
適切な教育相談のため、医療機関との
連携強化に努めます。

こども家庭
センター

○同じような課題を持つこどもへの対応に応用できるように、保護者や支援者、医師、関
係職員等が集まり、事例への支援内容を検討し、今後の方向性を検討しています。
事例検討会　実施回数 23回　実人数 28人　延人数 31人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

A：達成 ○引き続き事例検討会を実施し、同じような課題を持つこどもへの対応に応用できるよう
に、事例への支援内容や今後の方向性を検討していきます。

基本目標２　一人ひとりが輝くまちづくり

（１）社会的に自立できる社会の構築

①保育・療育・教育の充実　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

1 保育・療育・教育の充実

○発達段階等に応じた保育・療育・教
育を推進します。
○幼稚園や保育園、放課後児童健全育
成事業など子ども・子育て支援サービ
スの、障害児の利用ニーズの把握に努
めます。

3
保育士・教職員等研修の
充実

8
関係機関との連携強化に
よる適正な就園・就学指
導の推進

○子どもの障害や発達の状態の早期把
握、一人ひとりの特性に応じた適切な
就園・就学指導のための関係機関との
連携、情報の提供や相談・指導の充実
に努めます。
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10
保育・療育・教育等の一
貫した相談・指導体制の
構築

○障害や発達の遅れのある子どもが、
成長とともに適切な相談・指導を受け
られるように、発達教育支援センター
「すきっぷ」、保育園、幼稚園、学校
等の関係機関との連携を強化し、相談
活動を推進します。

こども家庭
センター

○こどもが在籍する関係機関の支援者と心理師等の専門家が、こども一人ひとりの特性に
応じたより良い支援方法について、協議や調整を行っています。　
コンサルテーション　延回数　保育所（園）・幼稚園27回　学校61回
実人数　815人　延人数　1,148人
巡回相談　延回数　保育所（園）・幼稚園2回　学校68回　延人数6,437人

A：達成 ○引き続きこどもが在籍する関係機関の支援者と心理師等の専門家が、こども一人ひとり
の特性に応じたより良い支援方法について、協議や調整を行っていきます。

11
地域子育て支援センター
事業の充実

○子育て相談指導や情報提供、保護者
同士や子ども同士のふれあいの場の提
供など地域子育て支援センター事業の
充実を図ります。

子育て支援課

〇子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる場所を提供
しました。またICT化を進め、オンラインを活用した子育て支援の実施ができるよう研修
を受けました。
 １０施設　年間延べ利用組数　12,990組（つどいの広場含む）

A：達成 ○引き続き子育て支援センター間の継続的な連絡調整と関係機関との協力を得て、地域の
子育て家庭への育児支援を推進します。

○教育・医療・福祉等の専門家の意見
を踏まえた就学相談活動を実施しま
す。
○就学後の特別支援教育に関する支援
を行います。

こども家庭
センター

○就学支援アドバイザ－を中心に年長児就学相談を実施しています。その子に合った在籍
に向けて、保護者相談を行っています。就学支援委員会へ情報提供や助言を行っていま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年長児相談　　実人数　105人　発達検査実人数　25人

A：達成 ○引き続き就学支援アドバイザ－を中心に年長児就学相談や保護者相談を実施していきま
す。また、就学支援委員会へ情報提供や助言を行っていきます。　　　　　　　　

学校教育課

○今年度も継続して実施しました。
年４回本庄市就学支援委員会を実施。
○幼稚園・保育園・保育所訪問を実施し（27園各一回）、情報共有を行い、小学校へ情報
提供するとともに、就学に向けて保護者との早期の相談につなげることができました。

A：達成 ○今後も引き続き実施し、児童生徒のよりよい就学に向けて、より一層関係機関、専門家
との連携を図ります。
○障害の早期発見、保護者との早期の就学相談をさらに充実させていきます。

○発達障害を含めた特別な配慮を要す
る児童生徒への適切な支援を行うた
め、各学校へ心理師や就学支援アドバ
イザーが専門的な支援を行います。

こども家庭
センター

○保健師、心理師、就学支援アドバイザー、作業療法士等の専門家が、保育所、幼稚園、
学校等に訪問し、発達障害児や発達に課題があるこどもが適切な支援を受けられるよう、
集団の中での関わり方や成長を促す方法について協議や助言を行っています。
コンサルテーション　延回数　保育所（園）・幼稚園27回　学校61回
実人数　815人　延人数　1,148人
巡回相談　延回数　保育所（園）・幼稚園2回　学校68回　延人数6,437人

A：達成 ○引き続き保健師、心理師、作業療法士等の専門家が保育所、幼稚園、学校等に訪問し、
発達障害や発達に課題のあるこどもについて、集団の中での関わり方や成長を促す方法に
ついて助言を行っていきます。　　　　　　　　

学校教育課

○今年度も継続して実施しました。
公認心理師から担任等へ助言をすることにより、特別な配慮を要する児童生徒に対して、
適切な支援を行うことができました。
就学支援アドバイザーによる就学相談により、就学児童の適切な就学と就学後の適切な支
援について学校へ情報提供ができました。

A：達成 ○今後も引き続き相談を実施します。
配慮が必要な児童生徒が、見落とされることなく適切な支援が受けられるよう、より一層
早期発見に努めます。

14
特別支援学級の整備・充
実

○特別支援学級の教材・備品の整備・
充実を図ります。
○施設の整備・充実を図ります。 教育総務課

〇教材・備品について引き続き整備・充実を図りました。　
〇適宜、必要な修繕を実施することで快適な学習環境の整備に取り組みました。

B：おおむね
達成

○各学校と連絡を密にし、特別支援学級に在籍する児童・生徒にとって必要な物品の購入
や施設整備を継続的に実施していきます。

15 交流による社会性向上

○社会福祉協議会の活動を支援し、作
品展の開催やサロンの設置等、障害者
や障害者関係団体等の交流、社会参加
を促進します。

地域福祉課
障害福祉課

○障がい者作品展をふれ愛祭と同日開催しました。（本庄市社会福祉協議会共催）

○本庄市社会福祉協議会の「ふれあいいきいきサロン支援事業」を支援しました（サロン
７２か所）。

A：達成 ○引き続き、社会福祉協議会の活動を支援し、障害者や障害者関係団体等の交流、社会参
加を促進します。

16 学校施設の整備・充実

○大規模改修等に合わせたバリアフ
リー化を推進します。

教育総務課

〇「本庄市立小中学校大規模改修基本計画」に基づき大規模改修実施設計をする際、バリ
アフリーに配慮した改修方法について検討しています。令和５～６年度に実施する本庄市
立本庄西中学校の大規模改修においては、一部段差の解消や昇降口にスロープを設置する
予定です。

B：おおむね
達成

○諸々の計画を踏まえ、適正かつ円滑に改修工事を実施していくための準備を引き続き進
めていきます。

17
放課後児童健全育成の促
進

○担当指導員追加雇用に対する委託料
加算及び障害児受け入れのための施設
改修や備品の購入等に係る経費につい
て補助金を交付し、民間学童保育所の
障害のある児童の受け入れを促進しま
す。

子育て支援課

○民間学童保育所へ環境整備や感染症対策に係る補助金等を交付しました。また、障害児
が在籍している放課後児童クラブの障害児担当支援員雇用に要する経費について補助を行
いました。
　公立4カ所、民間委託18カ所、計22学童保育所において実施。登録児童数は959人（3月
31日時点の月平均）。

A：達成 ○放課後児童クラブの適正規模を考慮しながら、潜在的な学童保育ニーズにも対応してい
きます。

18 障害児通所支援の充実

○児童発達支援、放課後等デイサービ
ス、保育所等訪問支援等の障害児通所
支援の充実を図ります。 障害福祉課

○制度を継続して実施し、療育が必要と判断されたこどもを含む、障害児に対する専門的
支援の充実を図りました。
　障害児通所支援　延べ利用者数　4,886人

A：達成 ○制度を継続して実施し、障害を持つこどもへの専門的支援の充実を図ります。

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

12 特別支援教育の推進

13
特別支援教育推進体制の
整備

－10－



1
雇用促進のための啓発の
強化

○障害のある人の雇用に関する理解を
深めるための意識啓発を強化します。 商工観光課

○埼玉県からの配布物を窓口で配架するなど市民への周知を行いました。 B：おおむね
達成

○引き続き、障害のある人の雇用に関する理解を深めるための意識啓発に努めます。

2
就労支援に関わるネット
ワークの強化

○公共職業安定所（ハローワーク）と
の連携による障害の程度や能力に応じ
た仕事の斡旋・相談の充実を図りま
す。
○児玉郡市障害者自立支援協議会の就
労支援部会などによるネットワークの
強化を図ります。

障害福祉課

○児玉郡市で児玉郡市障がい者就労支援センターを設置しています。ハローワークと連携
を図り、障害者の就労に向けてた支援を行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○児玉郡市自立支援協議会の就労支援部会を隔月で開催し、事例検討や情報共有を通し地
域の就労に関する課題について検討しました。

A：達成 ○引き続きハローワークとの連携を図り、障害者の雇用促進と職業の安定に向けての支援
を行っていきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○就労支援部会を継続し、ネットワークを活かしながら就労機能の充実を図ります。

3 雇用拡大の推進

○障害のある人の採用を推進します。

行政管理課

法定雇用率の引き上げがあることから、令和６年４月１日付職員採用試験において、特に
障害のある人の募集活動に注力し、対象試験を年に２回実施しました。募集活動の内容と
しては、従来から行っている就労支援センター等への募集案内を配付に加え、ハローワー
ク、就活サイトでの募集案内を通して就労を希望する障害のある人へ周知を図りました。
結果、昨年度比４倍の受験者を確保することができ、２名の採用につながりました。

A：達成 令和８年度にはさらに法定雇用率が引き上げられることから、今後の安定的な雇用率の維
持のために、最低でも１年度に１名の採用を目標にします。そのために、障害のある人の
採用（会計年度任用職員含む）に向けて、引き続き採用説明会や募集案内の周知等の見直
し、改善を図り、雇用の拡大に努めます。

4
企業への障害者雇用の要
請

○市内・近隣企業への障害者雇用の推
進・協力を要請します。

障害福祉課

○関係機関と調整を図りながら、情報提供等に努めました。 A：達成 ○引き続き、関係機関と調整を図りながら、情報提供等に努めます。

5
雇用に関する各種助成制
度の周知

○埼玉県やハローワークなどの関係機
関との連携による、事業主を対象とし
た障害のある人の雇用に関する各種助
成制度や障害者雇用率の周知を徹底し
ます。

商工観光課

○埼玉県からの配布物を窓口で配架するなど市民への周知を行いました。 B：おおむね
達成

○埼玉県やハローワークと連携を図り、引き続き、障害のある人の雇用に関する理解を深
めるための意識啓発に努めます。

6
児玉郡市障がい者就労支
援センターの充実

○就職支援、職場開拓、職場定着支
援、生活相談を充実し、障害のある人
の雇用と就労の安定を促進します。 障害福祉課

○児玉郡市障がい者就労支援センターを児玉郡市の共同事業として委託しました。 A：達成 ○引き続き、児玉郡市障がい者就労支援センターを児玉郡市の共同事業として委託し、障
害のある人の就労支援の充実を図ります。

7 就労移行支援の充実

○職業訓練等を行う就労移行支援の充
実を図ります。 障害福祉課

○職業訓練等を行う就労移行支援に係る給付を行いました。
　市内２事業所

A：達成 ○引き続き、職業訓練等を行う就労移行支援に係る給付を実施します。

8 就労継続支援の充実

○一般企業における就労や福祉的就労
が継続するよう支援の充実を図りま
す。
○企業等に対する啓発を通じて施設等
への発注を促し、福祉的就労の充実を
図ります。
○福祉的就労の場の確保、一般就労へ
の準備としての機能の充実を図りま
す。

障害福祉課

○定着支援を児玉郡市障がい者就労支援センターで行いました。
○児玉郡市障害者自立支援協議会において事例検討や情報交換を行うことで一層の充実を
図りました。
○社会復帰や自立に向け、関係機関と連携し訓練等給付の充実を図りました。

A：達成 ○引き続き一般企業における就労や福祉的就労が継続するよう支援の充実を図ります。
○企業等に対する啓発を通じて施設等への発注を促し、福祉的就労の充実を図ります。
○福祉的就労の場の確保、一般就労への準備としての機能の充実を図ります。

9 職親制度の充実

○知的障害のある人等を住み込みや通
いで雇用し、生活指導や就労指導を行
う職親委託制度の継続利用を促進しま
す。

障害福祉課

○知的障害がある人等を住み込みや通いで雇用し、生活指導や就労指導を行う職親委託制
度事業を実施しました。
　事業所数：3事業所
　利用者数：4人

A：達成 ○知的障害がある人等住み込みや通いでを雇用し、生活指導や就労指導を行う職親委託制
度の継続利用を促進します。

10 優先調達の推進

○障害者優先調達推進法に基づき、本
市が行う物品等の調達の推進を図りま
す。

障害福祉課

○障害者優先調達法に基づき本市が行う物品等の調達の推進を図るため、公民館の清掃業
務等を障害者就労支援施設等へ委託しました。
　調達件数　10件　　調達金額　7,471,151円

A：達成 ○引き続き「本庄市障害者就労施設等からの物品等の調達方針」を定め、障害者就労施設
等からの物品調達に努めます。

②雇用・就業の促進　　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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1 公共交通の充実

○路線バス・デマンドバス・シャトル
バスのノンステップ化を推進します。
○ユニバーサルデザインに対応した案
内表示等の整備を推進します。

都市計画課

○デマンドバス・シャトルバスについては、一部の車両に電動格納式大型ステップ、車い
す用のリフトが整備されています。
○令和６年度に導入を予定しているオンデマンド型交通システムの導入に向けて、高齢者
や障害者にも配慮した仕様とするよう、関係団体を含む交通政策協議会で協議を行いまし
た。

B：おおむね
達成

○引き続き、障害のある方が安心して外出できるよう利便性の向上に努めます。

2
公共交通における安全性
の確保

○視覚障害のある人の接触事故や転落
事故を防止するため、本庄駅のホーム
に内方線付き点状ブロックの整備を進
めます。

都市計画課

○本庄駅・本庄早稲田駅の内方線付き点状ブロックが整備されています。 A：達成 ○児玉駅についても整備を事業者へ要望していきます。

3 移動手段の確保

○多様化するニーズに対応し、交通事
業者などと連携した移動手段の確保に
努めます。

障害福祉課

○在宅重度心身障害者タクシー券の支給を行いました。（初乗り運賃相当分を最大年２８
枚交付）
　交付人数　326人
○在宅の重度心身障害者が移動に要する自動車又はバイクの運行に伴う燃料費（ガソリン
代又は軽油代）の一部を助成しました。
　支給件数　4,806件

A：達成 ○引き続き、在宅重度心身障害者タクシー券の支給をします。
○福祉有償運送を適正に運営できるよう、児玉郡市福祉有償運送運営協議会に参加しま
す。
○引き続き、在宅の重度心身障害者への燃料費（ガソリン代又は軽油代）の一部を助成し
ます。

1 健康づくりの推進・啓発

○食生活や運動など健康づくりに向け
た生活習慣改善の啓発・指導を推進し
ます。 健康推進課

○マイトレ教室では198人の参加者が継続して健康づくりを行うため支援しました。 A：達成 マイトレ教室は、継続して教室に参加している人を支援するとともに、新規参加者を募集
し健康づくりの輪をさらに広げていきます。

1 生涯学習講座の充実

○福祉関連の講座やプログラムの充実
を図ります。
○障害のある人が参加できる環境を整
備します。

生涯学習課

○公民館では、今年度もパラリンピック種目でユニバーサルスポーツのボッチャを通じ交
流を図る「ボッチャ体験教室」を開催しました。

B：おおむね
達成

○講座に参加しやすい施設運営を検討し、公民館の設備等の安全及び利便性を図ります。

2
生涯学習プログラムの充
実

○障害のある人を対象としたプログラ
ムや障害のない人と一緒に参加できる
プログラムを企画します。 生涯学習課

○市民総合大学では、今年度も障害がある人もない人も参加できるスポーツ「モルック」
（全1回）を実施しました。

B：おおむね
達成

○今後も、障害のある人が参加しやすいプログラムの企画に努めます。

3
生涯学習施設の確保・充
実

○生涯学習施設のバリアフリー化を促
進します。
○関係機関との協力による生涯学習の
場を確保・拡大します。 生涯学習課

○社会福祉協議会主催「夏のボランティア講座」（小学生とその親で手話の体験学習、点
訳体験学習、学ぼう舎福祉体験）を実施する際に、公民館を利用しました。
○聴覚障害者、手話通訳のグループが活動する場として公民館を利用しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○本庄特別支援学校の協力で、小学生とその保護者を対象とした「親子木工教室」を開催
し、バザー等で定評のある「踏み台」を製作しました。

B：おおむね
達成

○引き続き特別支援学校と連携して、生涯学習の場の確保に努めます。

4 芸術・文化活動の促進

○文化祭等各種イベントへの障害のあ
る人の参加を促進します。
○日常的な芸術・文化活動を促進しま
す。

生涯学習課

○第2回県展入選作品展では、2名の車椅子利用の方が来館しました。 B：おおむね
達成

○イベントなどへの障害者の方の参加を促して交流を図ります。

③社会参加基盤の確保　

④健康づくりの推進　　

基本目標２　一人ひとりが輝くまちづくり

（２）生きがいの創出

①多様な学習活動への参加促進　

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針
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スポーツ推進課

○スポレクフェスタ２０２３において、障害者スポーツの体験コーナーを実施しました。
○ニュースポーツフェスタにおいて、ふれ愛祭と同時開催し、障害者が取り組みやすい
ニュースポーツの体験をしてもらいました。

B：おおむね
達成

○スポレクフェスタ等のイベントにおける障害者スポーツの体験コーナーの充実を検討し
ます。
○スポーツ推進委員のパラスポーツ指導者資格取得を補助します。

障害福祉課

○障害者レクリエーション事業を社会福祉法人へ委託し、障害のある人の参加しやすいス
ポーツ・レクリエーション活動を実施しました。
　（身体・知的障害者）　グラウンドゴルフ、ボッチャ等
　（精神障害者）　ソフトバレーボール

A：達成 ○引き続き、障害者レクリエーション事業を社会福祉法人へ委託し、活動の場を設ける予
定です。
　（身体・知的障害者）　　　グラウンドゴルフ、ボッチャ等
　（精神障害者）　　ソフトバレーボール

2
スポーツ施設の確保・充
実

○障害のある人の利用を前提としたス
ポーツ施設の整備・充実に努めます。
○障害者スポーツの身近な施設として
学校の施設開放を促進します。
○障害者スポーツの拠点として本庄総
合公園体育館、児玉総合公園体育館の
設備の充実を図ります。

スポーツ推進課

○ブラインドサッカー東日本リーグの試合会場として、若泉運動公園多目的グラウンドを
提供、大会補助を行いました。

B：おおむね
達成

○障害の有無や年齢を問わず全ての方が利用することを前提としたスポーツ施設の整備・
充実に努めます。

3
老人・身体障害者合同ス
ポーツ大会の開催

○年１回の合同スポーツ大会を開催し
ます。
○高齢者や身体障害者が参加しやすい
スポーツ大会として内容の充実を図り
ます。

障害福祉課
高齢者福祉課

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和４年度まで中止しておりました
本庄市老人クラブ連合会・本庄市身体障害者福祉会合同スポーツ大会グラウンドゴルフ大
会を、令和５年度に再会することができました。久しぶりの大会でしたが、身体障害者及
び高齢者の相互の交流を深めることができました。

A：達成 ○今後も障害者と高齢者等がスポーツを通じて健康を増進し、相互の交流を図るために、
内容を検討しながら、継続していきます。

1 ふれ愛祭の開催

○日頃の活動成果発表と交流の拡大を
促進します。
○障害のある人の参加を支援するボラ
ンティアの参加を促進します。

障害福祉課

○ふれ愛祭をニュースポーツフェスタ及び障害者作品展と同時開催し、日頃の活動成果の
発表の機会を確保するとともに、参加団体相互の連携を図るほか、障害や障害のある人へ
の市民の理解を促進する等、交流機会の提供に努めました。
　参加団体数　26団体

A：達成 ○引き続きふれ愛祭の開催を通じて、日頃の活動成果の発表の機会を確保するとともに、
障害者や障害のある人を支援する団体等の交流機会の拡大を図ります。

2
地域活動支援センターの
充実

○創作活動や生産活動機会の提供、地
域との交流等を行う地域活動支援セン
ターの設置を支援します。

障害福祉課

○地域活動支援センターを児玉郡市の共同委託事業として2カ所、市単独の委託事業とし
て1カ所設置し、障害のある人が通う日中活動の場として大きな役割を果たしました。
　精神障害者向け　2カ所
　身体知的障害者向け　1カ所

A：達成 ○引き続き地域活動支援センターを児玉郡市の共同委託事業として1カ所、市単独の委託
事業として1カ所設置し、障害のある人の創作活動や生産活動や、地域との交流を行う場
の確保に努めます。
○また、地域の実情に応じた地域活動支援センターのあり方等について検討していきま
す。

②スポーツ、レクリエーション活動への参加促進　

③交流活動の促進

主要事業 事業の概要 担当課 令和５年度実績 最終評価 今後の取組方針

1
スポーツ、レクリエー
ション活動の充実

○指導者を確保して、障害のある人が
取り組みやすいスポーツやレクリエー
ション活動の充実を図ります。
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